
防衛装備庁
装備政策課 防衛生産基盤強化法室

装備品等の安定的な製造等の確保のための

事業計画の認定を受けることで、

必要な経費が国から支払われる制度のご紹介

～ 防衛生産基盤強化法に基づく基盤強化措置を、
より多くのサプライヤーの方にご理解いただくために ～
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◼ 防衛生産・技術基盤の維持・強化がますます重要になっています。

※ サプライチェーンの規模の例

F-2戦闘機

→ 約 1,100 社
（H29 日本航空宇宙工業会調べ）

10式戦車

→ 約 1,300 社
（H28 防衛装備庁調べ）

護衛艦（DD）

→ 約 8,300 社
（H25 日本造船工業会調べ）

投資を介した外国からの影響
力の行使による、部品/役務の供
給等が途絶するリスク

外国の国内法令の輸出規制
等により、当該国で生産される素
材や部品の供給が途絶するリスク

悪意あるソフトウェアが組み込
まれた部品等により、装備品等の
機能・性能に支障を来し、又は
情報が窃取される等のリスク

⑷ 外国資金リスク⑶ 外国規制リスク⑴ 懸念部品リスク

製造設備の脆弱性や、懸念
ある者への業務委託により、生産
の停止や情報の窃取等が生起す
るリスク

⑵ 懸念工程リスク

サプライヤーの撤退や倒産によ
り、当該サプライヤの生産する部
品の供給が途絶するリスク

⑸ 事業撤退リスク

①

防衛生産・技術基盤は、いわば防衛力そのもの



（3-③ 参考）サイバーセキュリティ強化
基盤強化の措置（イメージ）

2 サプライチェーン調査

6 製造施設等の国による保有 7 装備品等契約の秘密保全

3 基盤強化の措置 4 装備移転円滑化措置 5 資金の貸付け

▸ 装備品等の開発・生産の基盤の維持・強化について、
その重要性が一層増していることを明確化。

▸ 基盤の強化に関する基本方針を防衛大臣が定め、公表。

▸ 国が調査を実施し、サプライチェーンリスクを直接把握。
▸ 調査に対する事業者の回答については、努力義務。

→ 調査結果を基盤強化の措置に活用。

▸ 基盤の強化に資する事業者の取組を認定の上、
（サプライヤ企業に対しても）直接的に経費を支払。

→ サプライチェーンリスクへ対応し、基盤強化を推進。

▸ 装備移転のため、移転対象の装備品等の仕様・性能等を
国の求めにより変更する場合に、必要な費用を助成。

▸ 株式会社日本政策金融公庫により、
装備品の製造等に必要な資金の貸付けを配慮。

▸ 他の措置を講じてもなお他に手段がないとき、
国が製造施設等を取得し、事業者に管理を委託。

→ 装備品等の製造等や適確な調達を確保。

▸ 装備品等に関する機微な情報の保全強化のため、
契約上の守秘義務から法律上の守秘義務へ。

指定支援法人（基金）

日本政策金融公庫 装備品製造等事業者

認定事業者

認定事業者① サプライチェーンリスク対応
② 製造工程効率化
③ サイバーセキュリティ強化
④ 事業承継等

補助金
装備移転
助成金 貸付けの配慮

取得

管理委託

運営
契約上の守秘義務

法律上の守秘義務
（6 参考）米国における製造施設等の国有事例

上：空軍 United States Air Force Plant4

下：陸軍 Joint Systems Manufacturing Center

（4 参考）装備移転
移転対象となり得る防空レーダー

（3-② 参考）製造工程の効率化
上：従来の手作業による製造工程
下：金属3Dプリンタ導入による自動化（イメージ）

防衛生産基盤強化法が令和5年10月１日に施行されました。

基盤強化の措置として、事業者が装備品等の安定的な製造等の確保のための事業計画の認定
を防衛大臣から受けることで、必要な経費が国から支払われる制度が開始されました。

1 防衛産業の位置付け明確化

②



③

ホカニ・オラン & ニホンニ・キミシカ

絶滅危惧種のオランウータンとニホンカモシカ。
サプライチェーンリスクが顕在化している我が国の防衛生産・技術基盤を担う

かけがえのない事業者を認定・支援する事業を担当している。

それは、どのような制度なのでしょうか？

◼ 令和5年10月１日に新たに施行された防衛生産基盤強化法に基づき

◼ 装備品等の安定的な製造等の確保のための取組（４類型）に対し

◼ その事業計画を防衛大臣が認定した場合

必要な経費を事業者に国が直接お支払いする†制度です。

† 防衛装備庁と事業者の間で別途契約を締結する必要があります。

◼ 認定を受けることができる企業は、防衛大臣が指定
する「指定装備品等」の製造等を行うプライム企業
又はそのサプライヤーである必要があります。

◼ 指定装備品等はこのパンフレットに後掲の募集要
項で確認することができます。なお、このパンフレット
では、ご説明をよりわかりやすくするため、単に「装
備品等」と記述しています。

キャラクター ： 君シカオラン



どのような取組が対象となるのでしょうか？

（防衛省と直接の契約関係にある、いわゆる「プライム企業」でなくても

認定が受けられます。）

④

サプライチェーン強靱化

具体例
▸ 原材料等の国産化
▸ 原材料等の備蓄
▸ 代替素材、部品等の研究開発

等々

製造工程効率化

具体例
▸ 最新設備等の導入
▸ 人工知能（AI）による検査工程自動化
▸ 積層造形機（3Dプリンタ）等の導入

等々

事業承継等

具体例
▸ 製造施設等の整備
▸ 製造等に必要なライセンスの取得
▸ 人材育成（技術・ノウハウの習得）

等々

◼ 装備品等の安定的な製造等の確保のための取組として、

以下の４類型の取組が対象になります。

◼ サプライヤーであっても、事業計画の認定を受けることができます。

サイバーセキュリティ強化†

具体例
▸ 脆弱性評価
▸ 情報システム上の強化（多要素認証等）
▸ 社内人材育成
▸ 物理的対策の強化（監視カメラ等）

等々

† 防衛省が求めるサイバーセキュリティ
基準に適合するものに限ります。

こんな取組を実施する計画はありませんか？

民間向け（民需）と併用する設備等
の取得であっても事業計画の認定
を受けることができます。

その場合、例えば、防衛向け（防需）60％：
民需４０％の使用割合見込みとなる場合、国
からは60％分が支払われることとなります。

（例えば）

民需40％

防需６0％

設備等
購入費

使用割合
見込み

6000万円が
支払いの対象
となります。

民間向けと併用する場合にも
設備等の取得はできますか？

１億円



撤退予定企業

① サプライチェーン強靱化

国内拠点

変更

調達困難

国から支払を受ける経費の例：
製造拠点の整備関連経費
（製造中止となる見込みの部品A
から、安定した調達が見込める
部品Bへの変更のための調査研
究・研究開発を含みます。）

輸出規制

② 製造工程効率化

⚫海外から調達している原材料を国産化 → 海外の調達リスク対応

最新の工作機械

国から支払を受ける経費の例：
製造設備等の整備関連経費
（据付工事費等を含みます。
また、３Dプリンター、AI等の導入
に向けた調査研究・研究開発を
含みます。）

⚫製造工程において、老朽化した旧式の工作機械による生産から、
最新の工作機械による生産への更新→ 生産性向上

③ サイバーセキュリティ強化†

⚫防衛大臣が定める「防衛産業サイバーセキュリティ基準」を満たすための取組

④ 事業承継等

承継先企業 新規事業開始企業

⚫製造施設等の整備
⚫製造等に必要なライセンスの取得
⚫人材育成（技術・ノウハウの習得）等

国から支払を受ける経費の例：
左記取組の実施に必要な経費
（脆弱性評価や人材育成のための
費用を含みます。）

国から支払を受ける経費の例：
左記取組の実施に必要な経費
（承継又は新たに取得した製造設
備等の据付工事費等を含みます。）

国産化

更新

旧式の工作機械
三次元測定器手作業による測定

承継・
新規事業

海外製原材料

† 防衛省が求めるサイバーセキュリティ基準に適合するものに限ります。

例えば、取組には次のようなものがあります。
※いずれも取組の一例であり、実際に認定されるか否かは、個別の事業計画の審査によります。

⑤



どのような手続が必要になるのでしょうか？

① 「特定取組契約」の締結

事業者 防衛装備庁

⚫ 計画の認定を受けた事業者が、直接、防衛装備庁と「随意契約」。
⚫ 特定取組の実施により事業者が設備等を取得。
⚫ 取得した設備等を用いて製造した部品（役務の提供を含む）が組み込まれた装備品等

が自衛隊に納入された後、当該契約の定めに従い、必要な経費を支払い。

特定取組契約
の締結・

必要な経費
の支払い

2

自衛隊

プライム企業

② 部品を供給
・役務を提供 ③ 部品を組込んだ

装備品等を納入

④ 必要な経費を支払い

事業計画の提出
・認定

事業計画の提出

防衛大臣による事業計画の認定

⚫ 事業者が取組に関する事業計画を作成し、直接、防衛装備庁に提出。

防衛装備庁
事業者

1

◼ まずは、事業計画を防衛装備庁に提出し、防衛大臣の認定を受ける必要があります。

◼ 事業計画の認定後、防衛装備庁と事業者の間で「特定取組契約」を締結します。

⑥
特定取組契約の締結には、プライム企業が自衛隊向けに装備品等を納入する契約を締結している（締結する見込みがある）ことが条件となります。

③’ 納入の確認



事業計画はどうやって作成すればよいのでしょうか?

◼ 防衛装備庁のホームページから募集要項をダウンロードすることができます。

◼ 事業計画の申請書のくわしい書き方は、募集要項でご案内しています。

◼ まずは、防衛装備庁のホームページへのアクセスをお待ちしています！

⑦

君シカオラン で検索！

いつでもどこでも
閲覧可能です。

申請書の様式を
ダウンロードできます。



◼ 申請書は、募集要項の事前相談窓口で受付けています。

◼ 全ての書類が揃い、誤った記載などの不備がないことを確認したものについて、

毎月20日締めで提出の受付を行いますので、

申請書の提出の前に必ず事前のご相談† 

をお願いします。

君シカオラン
君しかおらん
きみしかおらん
キミシカオラン

事業計画
の構想

1 ¥¥

2 申請書の
作成

4 申請書の
修正

3
事前相談窓口
へご相談

5
申請書の
提出

†事前のご相談がありません場合、
書類の不備等により手戻りが発生し、
かえって認定までに時間がかかってしまうこととなります。
必ず事前のご相談をお願いします。

事業計画の申請書はどこに提出すればよいのでしょうか?

⑦

27467



では、実際に事業計画の申請書を作ってみましょう！

2

工作機械が老
朽化して生産効
率が当初の
50％にまで落ち
ています。

故障が頻発し、
チョコ停が度々発
生します・・・

そうだ！！
君シカオラン

◼ 現状をよりわかりやすくするた
め、なるべく多くの写真を載せ
てご説明ください。

◼ 「年間〇時間の短縮になる」
など、効率化による効果を具
体的に示してください。

◼ 様式に示された「添付書類」
を添付してください。

◼ 必要な資金の見積りの際は、
相見積りをお忘れなくお願い
します。

君シカオラン

で検索！

3

事前相談窓口
へGO！4

ばば～ん

防衛装備庁 遠方の方は、オンラインでの
対応もご相談ください

申請書の作成

申請書の様式をダウンロードし、
「製造工程効率化」であれば、
募集要項の16～20ページを
見ながら申請書を作成します。

最新の工作機械を
入れられれば生産性がアップ
するんだけどな・・・

1
とある
サプライヤー

近ごろ工作機械がすっかり
老朽化して生産効率が
落ちているな…

⑨



サポートデスクが中小企業の皆さまの計画申請を支援します！

①事業計画を
構想

②申請書を
作成

③防衛装備庁へ
事前相談

④申請書を修正
・資料の追加

⑤防衛装備庁へ
申請書を提出

君
シ
カ
オ
ラ
ン
サ
ポ
ー
ト
デ
ス
ク

事
業
者
さ
ま

0 窓口による
ご相談

事業者さまの
計画申請に関する
ご相談をお受けします。

専門スタッフが、
事業者さまが行う
申請書作成を
サポートします。

１ 申請書作成
のサポート

専門スタッフが、
事業者さまが行う
防衛装備庁への
事前相談に
立ち会います。

２ 事前相談への
立ち会い

専門スタッフが、
申請書の提出から認定に至るまでの間に
事業者さまが行う防衛装備庁への
フィードバックをサポート

実際に計画を
申請されることと
なった場合

３ 防衛装備庁へのフィードバック
（申請書の修正・資料の追加）のサポート

認
定
ま
で
の
流
れ

君シカオラン サポートデスクは、
防衛基盤整備協会（ＢＳＫ）が防衛装備庁から委託を受けて
運営しています。
●電話：03-3358-8704 （平日9:00～17:00）
●住所：東京都新宿区四谷本塩町１５－９ ラボ東京ビル７階

※大阪・名古屋でも開設！
詳細はビラをご確認ください。

ご利用は、中小企業に該当する事業者さまが
対象となります。（無料でご利用いただけます） ⑩

✓ 事業計画が認定の対象となるかわからない
✓ 申請書の書き方がわからない
✓ 手続が難しそう・・・

■ 中小企業さま向けサポートデスクを令和６年１月に
開設しました。ご相談にお答えし、計画申請を支援します。



皆さまからの事業計画の提出をお待ちしています！

⑪

君シカオラン

でも検索できます！
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